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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第129期

第１四半期連結
累計期間

第130期
第１四半期連結
累計期間

第129期

会計期間
自平成22年12月１日
至平成23年２月28日

自平成23年12月１日
至平成24年２月29日

自平成22年12月１日
至平成23年11月30日

売上高（百万円） 37,788 41,270 166,023

経常利益（百万円） 2,903 2,841 12,913

四半期（当期）純利益（百万円） 2,288 1,372 10,016

四半期包括利益又は包括利益（百万円） 2,768 2,735 7,435

純資産額（百万円） 56,254 62,179 60,957

総資産額（百万円） 181,441 183,878 179,791

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 9.20 5.52 40.29

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額（円）

－ － －

自己資本比率（％） 29.6 32.3 32.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第129期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号  平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

　　　  　

２【事業の内容】

　　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、次の内容を追加いたしました。なお、文中の

将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

　

　平成23年７月にベアリングの取引に関して、独占禁止法違反の疑いがあるとして、公正取引委員会の立入検査を受け

ました。また、当社の子会社であるNACHI EUROPE GmbHは、ベアリングの取引について、平成23年11月にＥＵにおける競

争法に関連し、欧州委員会の調査を受けました。

　なお、公正取引委員会及び欧州委員会による調査は現在も継続中であり、その結果として当社グループの経営成績等

へ影響を及ぼす可能性があります。

　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成23年12月１日～平成24年２月29日）の当社グループをとり巻く環境は、欧州を

発端とした金融・債務危機に加え、新興国における景気調整やタイの洪水、超円高の影響など、総じて厳しい状況に

ありました。

　このような環境のもと、当社グループは、機械加工、機能部品、材料事業をあわせ持ち、顧客に多様なソリューショ

ンを提供できる総合機械メーカーとしての特長を活かし、業容の拡大にとり組んでまいりました。その結果、当第１

四半期連結累計期間の連結売上高は、412億70百万円と前年同期に比べ9.2％の増収となりました。このうち、国内向

けの売上高は262億8百万円(前年同期比12.7％増)、海外売上高は150億62百万円(同3.6％増)であります。

　利益面につきましては、売上・生産の増加による操業度の向上や海外調達の推進など継続的なコストダウンにと

り組みましたが、円高による輸出採算の悪化、原材料価格の上昇、海外事業拡大に伴う固定費の増加等の影響が大き

く、営業利益は28億42百万円(前年同期比14.0％減)、経常利益は28億41百万円(同2.1％減)、四半期純利益は13億72

百万円(同40.0％減)となりました。　

　

　セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

①機械工具事業では、新興国をはじめとした自動車メーカーの生産・設備投資が引き続き堅調に推移するとと

もに、航空機や発電関連などエネルギー・インフラ分野が伸長し、機械工具トータルの売上高は139億18百万

円(前年同期比18.0％増)となり、営業利益は11億59百万円(同46.1％増)となりました。

②部品事業では、タイの洪水や、中国の建設機械、産機・市販分野の停滞の影響がありましたが、部品トータル

の売上高は237億4百万円(前年同期比4.4％増)を確保しました。一方、利益面については、円高による輸出採

算の悪化や原材料価格の上昇、固定費等の増加により、営業利益は10億56百万円(同48.2％減)となりました。

③その他の事業につきましては、産業機械分野を中心に、特殊鋼、熱処理装置の需要が伸長し、売上高は36億48

百万円(前年同期比11.3％増)、営業利益は6億6百万円(同30.9％増)となりました。

     

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、1,838億78百万円となり、前連結会計年度末に比べ40億87百万円増加

しました。主として、現金及び預金が28億1百万円、たな卸資産が24億74百万円増加しております。

　負債合計は、1,216億99百万円となり、前連結会計年度末に比べ28億65百万円増加しました。主として、借入金が63

億16百万円増加し、未払費用など流動負債その他が22億42百万円減少しております。

　純資産合計は、621億79百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億21百万円増加しました。主として、その他有価

証券評価差額金が12億48百万円増加しております。

   

EDINET提出書類

株式会社不二越(E01603)

四半期報告書

 3/17



(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

 

    なお、会社の支配に関する基本方針は次の通りです。

  ○当社グループの財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針

　  ①基本方針の内容の概要

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務および事業の内容や当社グ

ループの企業価値の根源を十分に理解し、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を持続的に確保し、

向上していくことを可能とする者であることが必要であると考えております。

  当社では、当社の株主のあり方については、当社株式の市場における自由な取引を通じて決まるものであり、特

定の株主または株主グループによって当社の株式の一定規模以上の買付行為（本①において、以下、かかる買付

行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）が行われた場合

であっても、株主がこれを受け入れて大規模買付行為に応じるか否かの判断は、最終的に株主の判断に委ねられ

るべきものと考えております。

  しかしながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社グループの経営に直ちに大きな影響を与えうるだけ

の支配権を取得するものであり、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性

を内包しております。こうした事情に鑑み、当社は、大規模買付者をして株主の判断に必要かつ十分な情報を提供

せしめること、さらに、大規模買付者の提案する経営方針等が当社グループの企業価値に与える影響を当社取締

役会が検討・評価して株主の判断の参考に供すること、場合によっては当社取締役会が大規模買付者と交渉また

は協議を行い、あるいは経営方針等の代替的提案を株主に提示することも、当社の取締役としての責務であると

考えております。

　さらに、今日、当社グループの企業価値または株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすような大規模買付

行為がなされる可能性も決して否定できない状況にあります。

　このような当社グループの企業価値または株主共同の利益に資さない大規模買付者は、当社の財務および事業

の方針の決定を支配する者として不適切であり、当社は、このような大規模買付行為に対しては、大規模買付者に

よる情報提供、当社取締役会による検討・評価といったプロセスを確保するとともに、当社グループの企業価値

または株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規模買付行為に対する対抗措置を準備しておくこ

とも、また当社の取締役としての責務であると考えております。

　

　  ②基本方針実現のためのとり組みの具体的な内容の概要

１. 基本方針の実現に資する特別なとり組み

  ナチ不二越グループは、「ものづくりの世界の発展に貢献する」という会社の使命に基づいて、総合機械

メーカーとしての強みを発揮し、世界市場でナチブランドを確立することを経営の基本方針としております。

　こうした経営の基本方針に基づいて、当社グループは、機械加工（工具、工作機械、超精密加工機械）、ロボッ

ト、機能部品（ベアリング、油圧機器、カーハイドロリクス）、材料（特殊鋼、コーティング、工業炉）事業で蓄

積してきた技術シーズ、事業のシナジーを活かして、世界の顧客のものづくりのプロセスに対して、高精度、高

機能、高い信頼性をアピールできる商品ラインとサービスを提供しております。

  そして、経営の透明性・公平性を高め、株主をはじめナチ不二越グループと関係するカスタマー、サプライ

ヤー、金融機関、従業員、地域社会など多様なステークホルダーとの良好な関係を築き、長期的かつ安定的な収

益の確保をはかり、企業価値を高めて社会的な使命を果たすよう努めております。

  さらに、当社としましては、機械加工、ロボット、機能部品、材料事業をあわせもつナチ不二越グループの強み

を活かして独自の経営モデルをつくりあげ、持続的な企業成長をはかって企業価値を高め“成長企業への挑

戦、夢をかなえるものづくり企業”を実現することを目指して2020年をターゲットとした長期ビジョンと、

2013年までの中期経営計画を策定いたしました。

　また、当社は、株主の皆様に対する利益還元を企業経営の基本の一つとして位置づけ、配当につきましては、連

結業績、配当性向などを総合的に勘案し、安定的な配当を継続実施することを基本としております。また、内部

留保資金につきましては、将来の事業展開、財務体質の強化に充当いたします。

  ナチ不二越グループは、長期的な展望に立って経営資源の拡充に努め、中期経営計画における基本方針に基

づいて、ナチブランドの確立と企業価値の最大化にグループをあげとり組んでまいります。

２. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止す

るためのとり組み

  当社は、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保、向上させ、上記基本方針（当社の財務およ

び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針をいいます。以下、同じとします。）を実現するた

め、平成20年１月21日開催の取締役会において、下記の特定の株主または株主グループによって当社の株式の

一定規模以上の買付行為が行われた場合の対応策（以下「原施策」といいます。）の導入について決議し、平

成20年２月20日開催の当社第125期定時株主総会において原施策の導入に関する定款変更議案および原施策の

導入に関する議案は承認可決されました。
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  当社は、社会・経済情勢の変化、買収防衛策に関する議論の進展等も踏まえ、原施策の継続の是非や内容につ

いて検討を行った結果、平成23年１月18日開催の取締役会において、原施策を一部見直したうえ継続する内容

の当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本施策」といいます。）について決議

し、平成23年２月23日開催の当社第128期定時株主総会において本施策の継続に関する議案は承認可決されま

した。

(a) 本施策継続の目的および対象となる当社株券等の買付け

  本施策は、特定株主グループの議決権保有割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行

為、または結果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（取引所

金融商品市場における買付け、公開買付け、その他具体的な買付方法の如何を問いませんが、当社取締役会が

予め同意したものを除きます。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者

を「大規模買付者」といいます。）が、当社グループの企業価値に重大な影響を及ぼす場合において、上記①

に記載の基本方針に沿って当社グループの企業価値を確保し、向上させるため、大規模買付行為に適切な対

応を行うことを目的としております。

  ここに、特定株主グループとは、(Ⅰ)当社株券等の保有者およびその共同保有者、または(Ⅱ)当社株券等の

買付け等を行う者およびその特別関係者をいい、議決権保有割合とは、特定株主グループが上記(Ⅰ)の場合

においては当該保有者の株券等保有割合をいい、特定株主グループが上記(Ⅱ)の場合においては当該大規模

買付者および当該特別関係者の株券等所有割合の合計をいいます。

(b) 本施策の概要

  本施策は、大規模買付者が従うべき大規模買付ルールと、大規模買付行為に対して当社がとりうる大規模

買付対抗措置から構成されております。

  本施策においては、まず、大規模買付ルールとして、大規模買付者に対し、株主および当社取締役会による

判断のための情報提供と、当社取締役会による検討・評価の期間の付与を要請しております。

  次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置として、会社法その他の法令および当社定款によって認められ

る相当な対抗措置の発動を決議しうることを前提として、その発動の要件を、大規模買付者が大規模買付

ルールを遵守しない場合または大規模買付行為によって当社グループの企業価値または株主共同の利益が

著しく毀損される場合に限定することといたしました。

  本施策に基づき大規模買付対抗措置を発動するか否かは、最終的には当社取締役会により決定されます

が、当社取締役会の判断の客観性および合理性を担保するため、当社の業務執行を行う経営陣から独立して

いる当社の社外取締役、社外監査役または社外有識者から構成される独立委員会を設置し、その意見を最大

限尊重することといたしました。

  なお、当社は、本施策に従って大規模買付対抗措置を機動的に実施するため、新株予約権の発行登録を行う

場合があります。また、本施策の有効期限は、平成26年２月に開催予定の定時株主総会終結の時までとしま

す。

　なお、本施策の詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.

nachi-fujikoshi.co.jp/）に掲載の平成23年１月18日付当社プレスリリース「当社株式の大規模買付行為

に関する対応策（買収防衛策）の継続のお知らせ」をご参照ください。

　

  ③上記のとり組みに対する当社取締役会の判断および理由

１. 基本方針の実現に資する特別なとり組み

　上記②１．に記載した企業価値向上のためのとり組みは、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益

を持続的に確保し、向上させるための具体的方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資するもの

です。従って、これらのとり組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益を損なうものではありません。

２. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止す

るためのとり組み

(a) 本施策が基本方針に沿うものであること

　本施策は、大規模買付者をして株主の判断に必要かつ十分な情報を提供せしめること、さらに、大規模買付

者の提案する経営方針等が当社グループの企業価値に与える影響を当社取締役会が検討・評価して株主の

判断の参考に供すること、場合によっては、当社取締役会が大規模買付行為または当社グループの経営方針

等に関して大規模買付者と交渉または協議を行い、あるいは当社取締役会としての経営方針等の代替的提案

を株主に提示する等を可能とすることにより、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、

向上させるための枠組みであり、上記①に記載の当社の基本方針に沿うものです。

(b) 本施策が株主共同の利益を損なうものでなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので

はないこと

  当社は、本施策は当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保または向上を目的とするもので

あること、大規模買付ルールの内容ならびに大規模買付対抗措置の内容および発動要件は事前に開示されて

いること、本施策の継続等について株主の意思が反映されていること、大規模買付対抗措置の発動の手続に

ついて取締役会の判断にかかる客観性・合理性が確保されていること、本施策は経済産業省および法務省が
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平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する

指針」の定める三原則を完全に充足していること、本施策は企業価値研究会が平成20年６月30日に公表した

「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」に適合していること、デッドハンド型買収防衛策で

はないことの理由から、本施策は、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地

位の維持を目的とするものではないと考えております。　

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、7億6百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年４月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 249,193,436 249,193,436
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数1,000株

計 249,193,436 249,193,436 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年12月１日～
平成24年２月29日 

－ 249,193 － 16,074 － 11,420

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、実質株主が把握できず、記載することができませ

んので、直前の基準日である平成23年11月30日の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

平成24年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　    573,000
― ―

（相互保有株式）

普通株式 　   105,000
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  246,749,000 246,749 ―

単元未満株式 普通株式    1,766,436 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 249,193,436― ―

総株主の議決権 ― 246,749 ―

　　　 

②【自己株式等】 

平成24年２月29日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 　                 

株式会社不二越
富山市不二越本町 
１丁目１番１号

573,000 ― 573,000 0.23

（相互保有株式）                  

東亜電工株式会社
富山市中大久保
129－１番地

105,000 ― 105,000 0.04

計 ― 678,000 ― 678,000 0.27

 

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年12月１日から平成

24年２月29日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年12月１日から平成24年２月29日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,118 15,920

受取手形及び売掛金 38,192 36,699

商品及び製品 14,456 16,429

仕掛品 10,979 11,502

原材料及び貯蔵品 7,354 7,332

その他 5,436 4,623

貸倒引当金 △93 △85

流動資産合計 89,443 92,421

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 27,939 27,550

機械装置及び運搬具（純額） 34,550 34,489

その他（純額） 13,744 13,668

有形固定資産合計 76,235 75,709

無形固定資産 391 372

投資その他の資産

投資有価証券 9,911 11,935

その他 3,830 3,461

貸倒引当金 △21 △21

投資その他の資産合計 13,720 15,375

固定資産合計 90,347 91,456

資産合計 179,791 183,878

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 36,758 36,120

短期借入金 24,056 28,641

未払法人税等 1,376 744

その他 13,186 10,944

流動負債合計 75,377 76,452

固定負債

社債 7,530 7,510

長期借入金 23,026 24,757

退職給付引当金 6,553 6,292

役員退職慰労引当金 15 14

負ののれん 47 41

その他 6,283 6,631

固定負債合計 43,456 45,247

負債合計 118,834 121,699
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年２月29日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,074 16,074

資本剰余金 11,560 11,561

利益剰余金 40,218 40,099

自己株式 △189 △189

株主資本合計 67,664 67,545

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,074 3,323

為替換算調整勘定 △10,173 △10,154

在外子会社年金債務調整額 △1,367 △1,382

その他の包括利益累計額合計 △9,465 △8,212

少数株主持分 2,758 2,847

純資産合計 60,957 62,179

負債純資産合計 179,791 183,878
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年２月29日)

売上高 37,788 41,270

売上原価 29,194 32,561

売上総利益 8,594 8,709

販売費及び一般管理費 5,290 5,866

営業利益 3,304 2,842

営業外収益

受取利息 25 14

受取配当金 30 34

負ののれん償却額 6 6

持分法による投資利益 8 14

為替差益 － 270

その他 52 85

営業外収益合計 124 426

営業外費用

支払利息 300 262

売上割引 90 103

その他 135 60

営業外費用合計 525 426

経常利益 2,903 2,841

特別利益

固定資産売却益 6 2

投資有価証券売却益 8 －

貸倒引当金戻入額 36 －

特別利益合計 52 2

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 37 8

ゴルフ会員権評価損 3 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 28 －

特別損失合計 68 8

税金等調整前四半期純利益 2,886 2,835

法人税、住民税及び事業税 292 670

法人税等調整額 251 713

法人税等合計 544 1,383

少数株主損益調整前四半期純利益 2,342 1,452

少数株主利益 54 79

四半期純利益 2,288 1,372
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年12月１日
　至　平成23年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年２月29日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,342 1,452

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 806 1,260

為替換算調整勘定 △415 24

在外子会社年金債務調整額 27 △15

持分法適用会社に対する持分相当額 6 13

その他の包括利益合計 425 1,283

四半期包括利益 2,768 2,735

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,709 2,625

少数株主に係る四半期包括利益 58 110
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年12月１日　至　平成24年２月29日）

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月4日）を適用しております。

　　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年11月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成24年２月29日）

１．受取手形割引高 13百万円 １．受取手形割引高 28百万円

２．　　　　　　　　――――― 　 ２．受取手形裏書譲渡高 24百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累

計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のとおりで

あります。　

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年12月１日
至　平成23年２月28日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年12月１日
至　平成24年２月29日）

減価償却費 2,277百万円

負ののれんの償却額 △6百万円

減価償却費 2,425百万円

負ののれんの償却額 △6百万円

  

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成23年２月23日
 定時株主総会

普通株式 994 ４円00銭平成22年11月30日平成23年２月24日利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

　該当事項はありません。　　

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成23年12月１日　至　平成24年２月29日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

 平成24年２月21日
 定時株主総会

普通株式 1,491　　６円00銭平成23年11月30日平成24年２月22日利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年12月１日　至平成23年２月28日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 (単位：百万円)

 
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２機械工具 部品 その他 計

売上高       

 外部顧客への売上高 11,79722,7143,27637,788 － 37,788
 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

629 155 1,855 2,641(2,641) －

計 12,42622,8705,13240,430(2,641) 37,788

セグメント利益 793 2,040 463 3,297 7 3,304

(注)１．セグメント利益の調整額は、主としてセグメント間取引消去であります。

　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年12月１日　至平成24年２月29日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 (単位：百万円)

 
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２機械工具 部品 その他 計

売上高       

 外部顧客への売上高 13,91823,7043,64841,270 － 41,270
 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

679 165 2,130 2,976(2,976) －

計 14,59723,8705,77844,246(2,976) 41,270

セグメント利益 1,159 1,056 606 2,822 20 2,842

(注)１．セグメント利益の調整額は、主としてセグメント間取引消去であります。

　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成23年12月１日
至  平成24年２月29日）

１株当たり四半期純利益金額 9円20銭 5円52銭

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円） 2,288 1,372

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,288 1,372

普通株式の期中平均株式数（千株） 248,633 248,619

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年４月13日

株式会社不二越

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大 村 　啓 三　  印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西 川　 正 房　  印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安 田　 康 宏　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社不二越の

平成23年12月１日から平成24年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年12月１日から平成24

年２月29日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年12月１日から平成24年２月29日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社不二越及び連結子会社の平成24年２月29日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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